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したのは駅の南口側である。1962 年 12 月，狛江駅南口側道路を含む都市
計画街路が決定され7)，この計画に基く小田急線狛江駅南口の整備が，
1963 年から実施され，69 年 12 月に完成した。この整備事業では，清水川
の暗渠排水工事，街路築造と舗装工事，南口広場の築造が実施され，バス











































る。同計画案については 82 年 6 月 13 日に地元説明会が行われたが，計画
区域は ，一小の敷地に加えて，駅前広場の北側を広く再開発する
予定であること，減歩分や工事費用調達のために延べ面積約 5 万㎡












容易に応じない空気が形成されたのである。狛江市側は 1982 年から 1985



























に活動し，1986 年 5 月までの間に延べ 67 回に及ぶ会合を開いた。そして，
4月 19 日第 4回全体会で「ケースＡ」案を，5月 6日の世話人会で「ケー
スＢ」案が提出された。その後この 2案の比較検討を行ったが期間内に結






























ある。同地区では，1986 年 7 月に関係地権者による「話し合い会」を開
催し，翌 87 年 3 月にかけて浦和駅西口の再開発ビル「コルソ」の視察等
を含めた計 17 回の会合を開催した23)。この「話し合い会」は「地権者の
会」と名称を変え活動を続けたが，1989 年 12 月組合施行による市街地再
開発事業を目指して「狛江駅北口地区市街地再開発準備組合」に改組さ
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れ24)，1990 年 11 月には，狛江駅北口第 1地区市街地再開発事業等の都市









る地上 6階，地下 2階の再開発ビルには，地下 2階に駐車場，地下 1階～










狛江駅北口第 1 地区市街地再開発ビルの新築工事は 1994 年 1 月から開
始され，翌 95 年 9 月末に完成の予定であった30)。建設工事はほぼ予定通
りに竣工し，狛江駅北口第 1地区再開発ビル が隣接する公共
駐車場とともにオープンしたのは，1995 年 10 月 4 日のことであった。こ





1 階から地上 3 階が商業施設，地上 4 階から 6 階が狛江市民ホール
（ ホール）となっている。 ホールでは，オープンに先立
ち 9月 30 日に 1 と駐車場の落成式典が催された。また，12 月 2





歩の必要性が予測される地区であり，狛江駅北口第 1地区では，1986 年 7
月に「地権者の会」が発足したが，第 2 地区でも 87 年に地権者による
「まちづくり話し合い会」が発足し，90 年 6 月にかけて計 5回の会合を開
催して再開発事業に向けた検討がなされている。同会は 1990 年 6 月に体
制を変更して「元和泉 1丁目 1番地区まちづくり協議会」となり協議を重






た。その結果，1991 年 11 月には，狛江駅北口第 2地区（元和泉一丁目一番
地区）の市街地再開発事業について都市計画案が公告され33)，翌 92 年 3
月にはこの計画案が都市計画決定された34)。施行区域は元和泉一丁目地内
で，そこに第 1地区で整備された商業および文化・コミュニティ施設を補
完する機能を配置するため，地上 14 階，地下 1 階の建物を建てることと
なった。同地区の場合市有地が含まれておらず，地権者は商業者や天理教
会，泉龍寺所有地などであったため35)，再開発ビルは小規模専門店舗に加





















して使用することになった。狛江駅北口第 2 地区の工事は 1997 年 3 月か
ら開始され，同年 7月からは地区内の道路整備も行われた。約 1年半の工










調査終了後の 1994 年 4 月，再開発ビル新設工事が開始された。工事は







1992 年 3 月に中間報告を市長に提出している41)。また「市民の会」も同
年 11 月に第三次報告書を提出し，従来の市民広場，自然公園，地下駐車














（1995 年）がオープンした後の 1996 年 3 月であった。広場には万葉集の東
歌に詠まれている一首のイメージから生まれた乙女の像（万葉歌像「たまが
わ」）を設置することとなり，3 月 29 日に除幕式が行われている47)。そし
て，前述のように，1998 年 12 月に が全面オープンしたこと








































上 6 階，地下 2 階で計画されたが， ～ と は市が市民ホール，駐




第 1地区 第 2地区 第 3地区



















田急グループ（小田急 ）がキーテナントに決定され，1993 年 1 月に準
備組合との間で予約契約が締結された51)。
第 1 地区組合の地権者構成は，土地所有者 11 名（市を含む。うち権利転
換 9 名，転出 2 名），借地権者 1 名（権利転換），借家権者 4 名（転出），使用

















（ ～ ）に商店，中高層部（ ～ ）に住宅を置く集合住宅型のビルとし
て構想された（ に駐車場を建設）55)。第 2 地区の地権者構成は土地所有



















原案を白紙に戻し，1985 年に「市民の会」を立ち上げ翌 86 年に計画案を
提出するに至った。その後再開発事業は 2組合，1個人施工の単位に分か
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